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農地を守る取り組み農地を守る取り組み

稼げる農業を目指して稼げる農業を目指して
問 国営事業推進課　☎ 32-1700問 国営事業推進課　☎ 32-1700

　農家の高齢化や担い手不足が進む中、市では「稼げる農業」
を目指し、農地の基盤整備や担い手への集積・集約など、さ
まざまな取り組みを進めています。

　

令
和
７
年
の
農
林
業
セ
ン
サ
ス

に
よ
る
と
、
市
の
農
業
経
営
体
の

数
は
１
５
８
０
経
営
体
と
平
成
17

年
に
比
べ
約
42
％
減
少
し
て
い
ま

す
。
経
営
体
が
こ
の
ま
ま
減
り
続

け
る
と
耕
作
放
棄
地
も
増
え
、
食

料
自
給
率
の
低
下
に
も
つ
な
が
り

ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
高
齢
化
や
担
い
手

不
足
が
進
む
中
、
農
家
の
人
た
ち

が
農
地
を
管
理
し
や
す
い
環
境
づ

く
り
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。

宇
城
市
の
現
状

　
本
事
業
対
象
エ
リ
ア
の
ほ
と
ん
ど
は

市
の
平
坦
部
に
広
が
る
水
田
地
帯
で

す
。
今
回
の
整
備
で
水
は
け
の
悪
い
小

さ
な
農
地
を
大
区
画
に
ま
と
め
、
耕
作

用
道
路
、
農
業
用
水
路
な
ど
を
一
体
的

に
整
備
し
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
耕
作

放
棄
地
や
湛
水
被
害
を
解
消
し
、
水
田

の
汎
用
化
を
進
め
る
こ
と
で
裏
作
の
作

付
け
が
可
能
と
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
農
業
経
営
体
が
減
っ
て
い
く

中
で
、
今
後
は
、
地
域
の
農
地
を
守
る

た
め
に
経
営
体
ご
と
の
経
営
規
模
拡
大

や
法
人
化
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
本
整
備
に
よ
り
生
産
性

や
収
益
の
向
上
に
つ
な
が
る
農
業
経
営

の
拡
大
・
効
率
化
を
図
り
、「
稼
げ
る

農
業
」を
目
指
し
ま
す
。

課
題
解
決
の
政
策

国
営
緊
急
農
地
再
編
整
備
事
業

国営緊急農地再編整備事業
「宇城地区」の概要
区画整理面積

　777ha

総事業費（R8年度時点）

　463億円

事業期間

　R2年度～ R16年度（予定）

負担割合

　国（66.6％）、県（25.2％）、

　市（5％）、受益者（3.2％）

農業経営体の推移

水田整備面積

H17年

2,744
経営体

2,148
経営体

H27年

1,860
経営体

R2年

1,580
経営体

R7年
※H17年～ R7年農林業センサスより

　カフェなどの外食チェーンを展開する㈱サンマルクホールディン
グス（本社）が農事業に参入し、宇城市に「㈱サンマルクファーム」を
立ち上げました。市は、将来の担い手が減少する中、集積・集約、
耕作放棄地対策、農地利用率の向上の受け皿として期待しています。

5月22日に開催された小麦の収穫祭5月22日に開催された小麦の収穫祭

㈱サンマルクファームが宇城市で農業に参入

なぜ、農地の集積・集約が必要なの？

　本事業では「整備後の農地
における担い手への集積率
86.9％、集約率80％」の目標を
設定しています。この両方の目
標を達成できた場合は、本来、
受益者が負担すべき3.2％分が
国・県・市の助成により0％と
なります。

受益者負担の軽減対策

平成17年と比較
すると約42％減

51.1％は整備済み

3.2％の部分を国・県・市が助成

受益者負担がゼロに‼

農振農用地面積 2,917.7ha

整備済み面積 1,492.2ha

農地の排水
不良

非効率な
個別取水

農地の拡幅

パイプライン化

暗
あんきょ

渠排水の
整備

用排水路の
整備

農道の拡幅
・農作業の効率化
・水田の汎用化
・機械での作業性向上

・耕作放棄地の解消
・経営規模の拡大
・湛水被害の解消

事業の効果

小区画の
農地

湛
たんすい

水被害

狭い道路

排水機場

土水路

before

after

一般計画平面図

かめまつ

亀松 換地区

みなみとよざき

南豊崎 換地区

あさかわ

浅川 換地区

とよかわほくぶ

豊川北部 換地区

とよふくなんぶ

豊福南部 換地区

こうち

耕地 換地区

でむら・うとわり

出村･宇土割 換地区

にししもごう

西下郷 換地区

宇城農地整備事業所

耕地

豊福南部

豊川北部

出村・宇土割

南豊崎

亀松

西下郷

浅川

国営事業対象エリア

本事業での「集積」

農地を任せる際に、農地バ
ンクなどを通じた賃貸借契
約を結ぶことによって「集
積」となります。

本事業での「集約」

分散された農地を、集積した
農家ごとに１ha 以上にまと
めた場合、「集約」となります。

　
地
域
の
農
地
を
守
っ
て
い
く

た
め
に
経
営
体
ご
と
の
規
模
拡

大
や
法
人
化
に
つ
な
げ
る
に

は
、「
集
積
」と「
集
約
」が
必
要

で
す
。

　「
集
積
」と
は
、
担
い
手
不
足

な
ど
で
耕
作
放
棄
地
と
な
り
得

る
農
地
を
、
地
域
の
中
心
的
な

農
家
な
ど
に「
任
せ
る
」こ
と
で

す
。
ま
た
、「
集
約
」と
は
、
分

散
し
て
い
る
農
地
の
場
所
を
交

換
す
る
な
ど
し
て「
１
カ
所
に

ま
と
め
る
」こ
と
で
す
。

　
こ
の
ふ
た
つ
を
組
み
合
わ
せ

る
こ
と
に
よ
っ
て
、
移
動
に
か

か
る
時
間
や
コ
ス
ト
の
削
減
、

大
型
機
械
で
の
作
業
効
率
化
を

図
る
こ
と
が
で
き
、
地
域
の
農

業
が
活
性
化
さ
れ
ま
す
。

国営事業の負担割合

国（66.6％） 県（25.2％）

市（5％）

受益者（3.2％）

集積率86.9％
集約率80％
両方を達成すると…

バラバラな農地 集積・集約された農地
before after

大
き
な
農
地
で
効
率
的
な

大
き
な
農
地
で
効
率
的
な

農
業
を
目
指
し
ま
せ
ん
か

農
業
を
目
指
し
ま
せ
ん
か

農林水産省事業
パンフレット

申請は
こちら

　
農
林
水
産
省
の
食
料
・
農
業
・

農
村
基
本
計
画
に
基
づ
き
、
農

業
構
造
転
換
を
推
進
し
、
生
産

性
向
上
を
図
る
た
め
、
農
地
の

区
画
拡
大
を
支
援
し
ま
す
。

対
象
者
　
地
域
計
画
に
位
置
づ
け
ら
れ
た
農

　
業
者
な
ど

実
施
メ
ニ
ュ
ー
　
農
地
の
区
画
拡
大（
畦け

い
は
ん畔

　
除
去
、
簡
易
整
備
）

実
施
要
件
　

▪
ハ
ー
ド
事
業
の
実
施
区
域
は
農
振
農
用
地

　
の
う
ち
地
域
計
画
を
策
定
し
た
区
域
で
あ

　
る
こ
と

▪
農
用
地
の
区
画
拡
大
を
実
施
す
る
こ
と

※
整
備
中
の
国
営
事
業
地
区
や
県
営
事
業
地

　
区
で
は
本
事
業
は
活
用
で
き
ま
せ
ん

実
施
期
限
　
令
和
11
年
度
ま
で

申��

請
窓
口
　

　
県
農
地
区
画
拡
大
等
推
進
協
議
会
　

　
☎
０
９
６（
３
４
８
）８
８
０
３

相
談
窓
口
　

　
市
国
営
事
業
推
進
課
　
☎（
32
）１
７
０
０

　
市
土
地
改
良
区
　
☎（
33
）１
７
２
２

※
暗あ

ん
き
ょ渠
排
水
、
湧
水
処
理
、
末
端
畑
地
か
ん

　
が
い
施
設
な
ど
の
メ
ニ
ュ
ー
の
併
用
も
可

　
能

▪令和7年11月から、約6.5ha の農地で小麦の作付けを開始
▪将来的には宇城市の200ha の農地で作付けを計画
▪令和7年9月に農業参入に関する協定を締結。国営宇城地区を中
　心に米などの作付けも予定

実施事業と今後の予定

令和9年度実施分の申し
込みは8月31日㊊まで


